
第 ９ 回 市 場 公 募 地 方 債

発行団体合同ＩＲ説明会発行団体合同ＩＲ説明会

平成２２年１０月２５日

東 京 国 際 フ ォ ー ラ ム

世界遺産暫定一覧表掲載が決まった百舌鳥古墳群



目 次目 次

Ⅰ. 堺市のプロフィール ･･･ 3

Ⅱ. 堺市の市政運営について ･･･ 6 

Ⅲ. 堺市の財政状況について ･･･19

堺市債に

Ⅲ. 堺市の財政状況に いて 19

Ⅳ. 堺市債について ･･･31

2



Ⅰ 堺市のプロフィール①

大消費地を抱える都市型立地で、海外・国内主要地域へのアクセス性が極めて高い陸・海・空の交通ネットワークを有する

Ⅰ．堺市のプロフィ ル①
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堺堺
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東京まで
約1時間（飛行機）

• 複数の長大滑走路（4,000ｍ、
3,500ｍ）を持つ

堺市 約2時間30分（新幹線）博多まで
約3時間（新幹線）

堺泉北
道路

関西国際空港

新大阪

大阪都心部

政令市第5位

5,594人/k㎡人口密度

149.99k㎡面積

346,773世帯世帯数

838,995人人口総数

＜堺市の概要＞

395万円

（平成21年）

1人あたり製造品

出荷額等

輸移出量 24 197 887トン

3兆3,010億円

（平成20年）

製造品

出荷額等

政令市第1位

関西国際空港

約30分

堺 市

大阪都心部

大阪国際空港
（伊丹空港）

関西国際空港

電車： 約30分
車 ： 約20分

電車+バス： 約50分

電車： 約12分
電車： 約35分

輸移入量

（堺泉北港）

輸移出量

（堺泉北港）

53,739,069トン

（平成20年）

24,197,887トン

（平成20年）
海
上
貨
物

（平成22年9月1日実績）

※堺泉北港は特定重要港湾に指定されている
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Ⅰ 堺市のプロフィール②

臨海部、都心市街地、内陸部、丘陵部の4つの地域にそれぞれ特徴をもった産業が集積

Ⅰ．堺市のプロフィ ル②

阪堺線

至 寺難波至 難波
臨海部

都心市街地

JR阪和線

堺駅

臨海部

堺市駅

堺東駅

至 天王寺至 難波至 難波

古くからの市街地で、商業、業務地

南海高野線

地下鉄御堂筋線
（新幹線・新大阪駅へ直結）

堺駅
堺市駅

中百舌鳥駅シャープグリーンフロント堺に代表さ
れる先端企業や優れた環境技術を有す
る企業が立地

が形成
機械・金属関連の工業集積地も存在

南海本線

至 和歌山市

至 和歌山
至 高野山

丘陵部

内陸部

泉北高速鉄道

至 和泉中央

中百舌鳥周辺には中小企業の総合支援
機関や大学等の学術研究機関が集積

1960年代後半以降に開発された住宅
地（泉北ニュータウン）
大阪府で一番の生産量を誇る農業地域

機関や大学等の学術研究機関が集積
毛穴地区、美原地区には中小企業を
中心とした工業集積地が形成
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Ⅰ 堺市のプロフィール ③Ⅰ．堺市のプロフィール ③

製造品出荷額等で全国第9位の工業都市

政令市平均と比べて、従業者、事業所ともに製造業の比率が高いのが特徴

産業構造の特徴堺の工業集積力

7.7 20.2 7.0 30.2 1.5 28.2 5.2従業者（堺市）
製造品出荷額等
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全国9位
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7.5 12.3 7.1 33.6 2.2 30.6 6.7従業者（政令市平均）
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Ⅱ 堺市の市政運営についてⅡ. 堺市の市政運営について

（１）堺市産業の振興 ･･･ 7

（２）「クールシティ・堺」の実現に向けて！ ･･･ 13

（３）行財政改革の取組 ･･･ 14
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（５）堺市の都市経営ビジョン 18
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（1）堺市産業の振興①
～活発な製造業～

古くからものづくりの伝統を継承

人口一人当たり製造品出荷額等は、

19政令市中第１位

製造品出荷額等は、平成20年まで5年連続上昇

（H15：1.9兆円 ⇒ H20：3.3兆円）
19政令市中第１位

大阪府全体の18.2％を占める

3,500

（十億円）
395

400

（万円）

製造品出荷額等の推移
（従業員4人以上）

一人当たり製造品出荷額等
（従業員4人以上）

（平成20年工業統計調査） （平成20年工業統計調査）
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（1）堺市産業の振興② ～企業の誘致施策～

企業立地促進条例（平成17年）
不均一課税（税の軽減）を採用、その上限を設定していない点など、全国でもトップレベルのインセンティブ
域内既存企業の再投資の活性化、及び新規の大規模な企業投資の誘引に成功

認定実績（平成17年12月～平成22年3月）

認定企業数
59社

（シャープ(株)、凸版印刷(株)、日本通運(株)
コーニングジャパン(株)等)

一部条例を見直し、
期間を3年間延長

（平成24年度まで）
投資見込額

（条例認定分）
約9,000億円

雇用見込数
（うち市内居住数）

約4,700人
（約1,400人）

税額見込 税収額 約240億円

（平成24年度まで）

工場立地法地域準則条例（平成18年）

関西初の緑地規制の緩和（工業専用地域、工業地域で25％→15％）

税額見込
【H21～H33】

税収額 約240億円
軽減額 約360億円

関西初の緑地規制の緩和（工業専用地域、工業地域で25％ 15％）

ビジネスマッチングの強化

・堺ものづくり取引拡大商談会の定期開催

【課題】 臨海部から内陸部への経済効果の波及促進、内陸部への企業誘致

・堺ものづくり取引拡大商談会の定期開催
商談件数 H20年11月：595件、H21年7月：667件、H22年7月：857件

・ビジネスマッチング拠点の開設（H21年10月）
シャープ「グリーンフロント 堺」隣接地に市内中小企業とコンビナート関連企業とのビジネスマッチング
支援拠点を開設

都心地域業務系機能集積促進事業補助金（平成22年6月）
中心市街地をはじめとする都心地域において、堺のビジネスエリアとして、一層のオフィス・業務系機能の
集積を図るため、新たに事業所等を開設する企業等に対して、賃料等の一部を補助
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（1）堺市産業の振興③ ～ｼｬｰﾌﾟｸﾞﾘｰﾝﾌﾛﾝﾄ堺～

堺浜臨海部に127万㎡の敷地面積（堺市堺区匠町）

世界最大の第10世代液晶パネル工場と世界最大規模の太陽電池工場を建設

インフラ施設や部材 装置メーカーなどの工場群を集結⇒21世紀型コンビナート

○液晶パネル工場 ○太陽電池 場

インフラ施設や部材、装置メ カ などの工場群を集結⇒21世紀型コンビナ ト

○液晶パネル工場

投 資 額 ：約3,800億円
稼働時期：平成21年10月

○太陽電池工場

投 資 額 ：約720億円
稼働時期：平成22年3月

9

その他の進出企業： 大日本印刷㈱、㈱旭硝子、栗田工業㈱、岩谷産業㈱、関西電力㈱、
大阪ガス㈱、日本通運㈱、大和ハウス工業㈱等 計17社



（1）堺市産業の振興④ ～堺浜テクノパーク～

中小企業の高度化を支援し、地域産業の活性化を図るため、シャープ工場の隣接地に
約7.5ｈａの工場用地を造成

有 企 が進優秀な技術を有する企業12社が進出

ファインフーズ㈱が平成22年6月より工場「MINATOファクトリー」の操業を開始

事業趣旨

堺浜（堺2区）において、先進的なものづくり企業等が物理的に集積する拠点となる
中小企業クラスターを整備し 市内中小企業の高度化を支援し地域産業の活性化を図る

進出企業12社(50音順) 堺浜全体図

中小企業クラスタ を整備し、市内中小企業の高度化を支援し地域産業の活性化を図る。

1 株式会社旭ウエルデックス 7 ダイネツ商事株式会社

2 旭国際テクネイオン株式会社 8 大裕鋼業株式会社

進出企業 社( 音順) 堺浜全体図

3 株式会社光立鐵工所 9 大和化成株式会社

4 株式会社三幸金属工業所 10 南海鋼材株式会社

5 三宝製罐株式会社 11 ファインフーズ株式会社

イメージを表示できません。メモリ不足のためにイメージを開くことができない
か、イメージが破損している可能性があります。コンピュータを再起動して再度
ファイルを開いてください。それでも赤い x が表示される場合は、イメージを削
除して挿入してください。
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5 三宝製罐株式会社 11 ファインフ ズ株式会社

6 株式会社創美工芸 12 増田産業株式会社
集積地域



（1）堺市産業の振興⑤ ～臨海部への投資状況等～

※一部について表示紹介
シャープ㈱及び関連企業約１兆円の投資予定

企業立地促進条例施行後約50社、約3,400億円の投資（シャープ㈱ 関連投資を除く）

清和鋼業㈱
鋼材倉庫の新設

シャープ㈱及び関連企業
《約１兆円》

アマゾンジャパン・
ロジスティクス

物流センター6万8千㎡

堺浜中小企業クラスター
進出企業12社

㈱松本現色化学
西日本最大級の環境対応型

塗装設備の新設

スモ石油

日立造船㈱
シールド掘進機の新規製造

鋼材倉庫の新設

昭和電工㈱
高純度アルミ箔設備の新設

関西電力
メガソーラー発電施設（約10ＭＷ）

コスモ石油
重質油分解装置など堺製油所で

の新設《約1,000億円》

ステラケミファ㈱
高純度薬品の工場の新設

《約42億円》

日本ノボパン工業㈱
バイオマス（木屑）

近畿環境興産㈱
亜臨界水反応を利用した

廃棄物再資源化事業に着手

メガソ ラ 発電施設（約10ＭＷ）
の新設《約50億円》

バイオマス（木屑）
リサイクル工場の新設

東洋摩擦圧接工業㈱
自動車の車軸（シャフト）

工場の新設

バイオエタノール・ジャパン関西㈱
建設廃木材からのバイオマス

エタノール製造プラントの新設

日立金属工具鋼㈱
切削工具製造の新設

堺ＬＮＧ㈱
火力発電所等へ天然ガスを供給

㈱ハイドロエッジ
液体水素・空気分離ガスプラント

新設《約100億円》

関西電力㈱
コンバインドサイクル
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東燃ゼネラル石油㈱
低硫黄度ガソリン精製

設備の新設

中外炉工業㈱
生産能力増強

大阪ガス㈱
天然ガス発電所の新設

新設《約100億円》
コンバインドサイクル
発電方式への設備更新

宇部興産㈱
ポリイミドフィルム（電子
回路の絶縁基材）の増産化

丸一鋼管㈱
生産品増強のため工場を

新設



（1）堺市産業の振興⑥ ～地域経済(ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ)の活用～

本市が有する地域経済（ポテンシャル）を最大限活用するとともに、歴史・文化を活かし、「産業」と
「観光」が一体となった取組を行っていく

◆ 高速道路網や関西国際空港が整備され地理的な利便性が高いことから、新たに物流センターの集積が
見られており 税収はもとより雇用吸収効果が期待される

交通ネットワークの充実 産業・観光の振興

見られており、税収はもとより雇用吸収効果が期待される

◆「シャープグリーンフロント 堺」の稼動によるビジターの増加
乗降客数＜南海本線堺駅＞：9 050千人（H21年度）← 8 877千人（H18年度）

シャープ本社シャープ本社

乗降客数＜南海本線堺駅＞：9,050千人（H21年度）←  8,877千人（H18年度）

平均宿泊日数：7四半期連続で全国1位

◆ ナショナルトレーニングセンター（平成22年4月 開設）

オープン3ヶ月で1,700試合以上のサッカー利用（当初予定 年間3,000試合）
来場者は3ヶ月で16万人と当初予想の年間50万人を大きく上回る見込み

◆ 歴史・文化を活かした観光の充実
シャープ亀山工場

シャープ天理工場シャープ天理工場

◆堺ロジスティクスセンタ 南棟 北棟ともに竣工

物流センターの集積

◆ 歴史 文化を活かした観光の充実

観光ビジター数は、平成17年度の463.7万人から平成21年度は656.4万人（42％増加）

仁徳陵古墳をはじめとする百舌鳥・古市古墳群が世界遺産暫定一覧表掲載へ

◆堺ロジスティクスセンター南棟・北棟ともに竣工

オリックス不動産株式会社による、関西最大級の大型物流拠点の開発

（延床面積 138,000㎡）

当センターは、環境負荷逓減を目指した物流施設として、「建築物総合環境性能評価

システム（CASBEE）」においてAランクを取得

◆アマゾン堺FC（フルフィルメントセンタ ）： 堺ロジスティクスセンタ 北棟

新たな物流センターの進出

◆アマゾン堺FC（フルフィルメントセンター）： 堺ロジスティクスセンター北棟

アマゾンの関西初、国内最大規模の物流施設（延床面積 20,550坪（67,923㎡））とし

て、平成21年8月初旬より稼動

大消費地である関西を当日配達地域とし、関西国際空港にも近いことなどから堺への立地

を決定

常時800名程度の雇用機会の創出が期待される

堺ロジスティクスセンター

・アマゾン堺FC
・㈱日新

常時800名程度の雇用機会の創出が期待される

㈱日新 ： 堺ロジスティクスセンター南棟

平成21年4月より営業開始（延床面積 19,634坪（64,910㎡））

太陽光発電システムの設置、LED照明・低負荷電気設備の導入など環境にやさしい

エコ倉庫 12



平成21年1月23 「環境 デル都市 に認定

（2）「クールシティ・堺」の実現に向けて！
平成21年1月23日「環境モデル都市」に認定

エネルギーイノベーション等の戦略を基本的視点に、環境保全と経済成長が両立する低炭素都市を目指す

平成22年9月21日「大阪ベイエリア次世代エネルギー・環境再生特区」を国に提案平成 年 阪 次 代 ネ 環境再 特 提案
本市が有する環境産業や研究機関等を活用し、国際的な産学官の連携による研究開発、人材育成を核に
次世代エネルギー・環境再生の先導的モデル地区の形成をめざす

さか 新事業創造セ タさかい新事業創造センター

・環境・エネルギー技術支援
・海外環境技術協力
・中小企業技術支援

連携
大阪府立大学を基軸にして国際的産学官連携による

「次世代エネルギー・環境再生研究開発
プラットフォーム（仮称）」を実現

技術支援
機能

移 事

＜海 外＞

諸国

＜産業界＞

コンビナート内

研究開発
機能

人材育成
研修機能

技術移転 事業化ＡＳＥＡＮ諸国

中国

ンビナ ト内

立地企業

中小企業

・実用化・実証研究
・産学官連携の研究開発
・大阪湾環境再生研究の連携

・人材育成研修・プログラムの開発
・海外技術者の研修受入
・市民の環境教育・啓発支援 大阪府立大学

産学協同高度人材育成センター
エコサイエンス研究所

エコロジー研究所

連携連携

13

・大阪湾環境再生研究の連携・市民の環境教育・啓発支援 大阪府立大学

＜大学連合＞ 大阪大学/京都大学/神戸大学/徳島大学/奈良女子大学/
大阪市立大学/関西大学/近畿大学 他

市民・市民団体・ＮＰＯ等



（３）行財政改革の取組

行財政改革の効果額
（実績値）

350

(億円)

これまでの取組

平成15年2月 行財政改革計画（平成16年4月改定）

平成18年3月 新行財政改革計画（平成19年7月改定）

300

単年度効果額

後年度に継続した効果額
取組項目

業務改革の

推 進

平成19年度 債権回収対策室設置

平成20年度 住民票自動交付機の全区役所設置

68 62
51

250

推 進
平成21年度 総務事務センター設置

アウトソーシ

公の施設での指定管理者制度導入
（H22年4月 69/148施設）

家庭ごみ収集（H22年4月 95 0％）

160 86

84

200

アウトソ シ
ングの推進

家庭ごみ収集（H22年4月 95.0％）

保育所民営化（H22年4月 17/40か所実施済）

小学校給食調理の委託化(H21年4月 全校実施済）

194 196
208

175

100

150外郭団体の

改 革

平成22年度までに市派遣職員の5割削減

公益性の薄い団体の自立・民営化、廃止

新行財政改革計画（集中改革プラン）

63

114

148

168

126

50

要員管理

（職員数）

の適正化

新行財政改革計画（集中改革プラン）

（Ｈ17年4月1日～Ｈ22年4月1日）

❖目標 10%削減（H17年4月1日現在 6,309人）

❖結果 12.9％削減（▲815人）
63

0
H14 H15 H16 H17 H18 Ｈ19 Ｈ20 H21

効果効果 H14H14年度～Ｈ年度～Ｈ22１年度１年度

単年度効果額単年度効果額 812812億円億円

累積効果額累積効果額 1,9031,903億円億円 14

（年度）



「行財政改革プログラム」の策定に向けて

平成22年3月「行財政改革アクションプログラム」を策定

平成22年度中に策定予定の「行財政改革プログラム」(～25年度)の方向性や取組手法を示す

市 役 所 改 革 外郭団体改革

■人件費の総点検
・民間（中小企業）給与との均衡を確保

■職員数の削減

■団体の統廃合
・役割を果たした団体は統廃合に向けた

プランを策定
■職員数の削減

・１０年間で２割の削減

■堺版事業仕分け(『みんなの審査会』)
・市民(無作為抽出)が総点検

■存続団体の自立化促進
・市の人的関与や財政的関与を見直し

財政構造改革 市政の可視化改革

■税源涵養施策の充実
・人口誘導・企業誘致施策の充実により、

税収入等を増加

■意思決定過程の公開
・庁議での議論や予算編成過程を詳細に公開

■事業の選択と集中
・普通建設事業の選択と集中により、起債の抑制を

図り、公債費・将来負担をより削減

■議会や記者会見の公開
・本会議や市長定例記者会見をインターネットに

よりライブ放送

15



要員管理、人件費の適正化

平成24年4月1日までに常勤正規職員を5,200人とする。

更に 平成21年4月1日から10年間で2割以上の削減をめざす 市長公約市長公約更に、平成21年4月1日から10年間で2割以上の削減をめざす。

職員数の推移及び今後の削減目標

市長公約市長公約

6,726

6,900

※旧堺市高石市消防組合職員分は除く

職員数の推移及び今後の削減目標

（人）

6,441

6,112

6,309 6,286
6,166

5,955

57516,100

6,500

,

5,751

5,494

5,200
5,300

5,700

,

約4,600

4,500

4,900

,

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H30

16

（年度）



（４）平成22年度予算の概要
年 市 後 算平成21年10月の市長就任後初の本格予算

子育て支援施策や産業振興施策の充実、環境モデル都市としての先導的な取組みなど、

持続的発展に向けたまちづくりを市民との協働によりスピード感を持って推進

市民の視点で事業の点検を行い、62.4億円の行革効果額（歳出削減＆歳入確保）を捻出

一般会計
■歳入の内訳■
（億円、％）

市債

352

その他

158

4.8%

自主財源
1,662
50.7%

一般会計
■歳出の内訳■

【性質別】
（億円、％）

人件費

565
補助費等

その他
411

12 5%

義務的
経費

1,801

平成22年度予算のポイント

子育て世代への支援と負担の軽減
子ども医療費助成事業約21 4億円

市税

1,292

39.4%

10.7%

国･府支出金

870

26.6%

依存財源
1,614
49 3%

17.3%

扶助費

951

29 0%投資的経費

物件費
412

12.6%

補助費等

232
7.1%

12.5%
 55.0% 子ども医療費助成事業約21.4億円

保育所入所待機児童の解消約30.4億円

新エネルギー・省エネルギーの推進
まちなかソーラー発電所推進事業約3.5億円
市内事業者の新エネ・省エネ支援約2.9億円

地方交付税

・譲与税

234

7.2%

諸収入等

370

11.3%

49.3% 29.0%

公債費
285

8.7%

投資的経費
420

12.8% 市民の雇用機会の確保
緊急雇用創出事業約4.3億円

市内への企業投資の促進
企業立地促進条例の見直し及び期間延長

一般会計 3,276 特別会計（8会計） 1,965

公営企業会計（ 会計） 国 健康保険事業

（億円）各会計の予算規模

企業立地促進条例の見直し及び期間延長

観光集客の促進
文化観光拠点をはじめ、観光ネットワークの
整備

雇用機会・事業機会の拡大！
公営企業会計（３会計） 1,033 国民健康保険事業 997

市立堺病院事業会計 147 介護保険事業 502

水道事業会計 264 公債管理 355

下水道事業会計 622 その他 111

雇用機会 事業機会の拡大！

都心地域業務系機能集積促進補助制度の創設
： 約0.5億円

阪神高速大和川線整備や南海本線連続立体交差
事業などのまちづくり施策

下水道事業会計 622 その他 111

総合計 6,274 都心地域の活性化を図る！

17



（５）堺市の都市経営のビジョン

「堺版事業仕分け」など事務・事業を総点検

外郭団体について廃止・統合を含めて総点検行財政改革の
断行 市場化テストの導入など公民協働型事業を推進

補助金や扶助費の見直しなどにより、財政構造を改革

断行

財源を活用財源を活用

人口の誘導 定着化◍ 人口の誘導・定着化

◍ 企業誘致

◍ 子育て、教育の充実

◍ 産業の振興

◍ 環境との共生

◍ 賑わいと交流

◍ 都市活力の向上

良好な都市経営
サイクルの形成

◍ 都市活力の向上

◍ 税源涵養

将来にわたり持続可能な都市経営を実現将来にわたり持続可能な都市経営を実現
18



Ⅲ 堺市の財政状況についてⅢ. 堺市の財政状況について
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（1）健全化判断比率

地方財政健全化法に基づく健全化判断比率

（４指標）については、いずれも早期健全

化基準を大幅にクリア

実質公債費比率、将来負担比率ともに

低位に位置し、債務負担は非常に軽い

25.0 

化基準を大幅にクリア
低位に位置し、債務負担は非常に軽い

19政令指定都市の財政状況

20.0 

健全化健全化
判断比率判断比率

堺市
H２１年度

決算

【参考】
早期健全化

基準
横浜市

千葉市

15.0 

実実 質質
赤字比率赤字比率

－
（赤字となって

いない）

11.25％

実
質
公
債
費

浜松市 静岡市

川崎市

岡山市

神戸市

仙台市
名古屋市 京都市

広島市
福岡市

10.0 
連結実質連結実質
赤字比率赤字比率

－
（赤字となって

いない）

16.25％

費
比
率
（
％
）

さいたま市

新潟市
札幌市

仙台市

北九州市
大阪市

5.0 
実実 質質

公債費比率公債費比率
6.3％ 25.0％

将将 来来
77 8％ 400 0％

堺市相模原市

0.0 

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 300.0 350.0 

20

将将 来来
負担比率負担比率

77.8％ 400.0％

将来負担比率（％）



（２）平成2１年度普通会計の決算状況

実質収支は３０年連続黒字

市税収入は減少したが、臨時財政対策債や減収補てん債を活用して財源を確保

（百万円）

350,000 1,200

（百万円）

900

300,000

600

250,000

300

200,000 0

歳入(左軸) 278 306 270 647 287 493 293 119 298 571 338 939

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度

21

歳入(左軸) 278,306 270,647 287,493 293,119 298,571 338,939

歳出(左軸) 276,529 268,866 284,977 290,889 294,892 336,167

実質収支(右軸) 318 500 709 902 973 713



歳入構造の分析
■税収構造■

■歳入の内訳■

（億円、％）

市債

その他

180

自主財源
1,681

個人市民税・法人市民税 → 減少

固定資産税 → 増加（企業誘致の効果）

市税徴収率は7年ぶりに減少

■税収構造■

臨財債

市税

1,273

37.6%

市債

385

11.4%

5.3% 49.6%

（億円）

1 227

1,326
1,273

1,3241,400

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

市税徴収率は7年ぶりに減少

（Ｈ20：95.4％⇒Ｈ21：95.2％）

歳入総額

臨財債
88億円

退手債
73億円

国･府支出金

874

25.8%

地方交付税
依存財源
1 708 536 517

535 539
547

198 197

198 199
198

1,203 1,227
1,273

800

1,000

1,200

歳入総額
3,389億円

諸収入等

408

12.0%

地方交付税

･譲与税

269

7.9%

1,708
50.4%

355 385 444 455 449

114 128
149 131 79

536 517

200

400

600

0
Ｈ17 Ｈ18 H19 H20 H21

臨時財政対策債、退職手当債の発行増により
例年に比べ市債への依存度が高くなった

19政令市平均より個人市民税、固定資産税の
比率が高く、景気変動の影響を受けにくい

（年度）

37.6% 12.0% 7.9% 25.8% 11.4% 5.3%堺市

市税 諸収入等 地方交付税・譲与税 国・府支出金 市債 その他

35.3% 42.2% 16.3%6.2%堺市

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

40.4% 17.5% 6.6% 20.0% 10.9% 4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

19政令市平均 35.0% 9.9% 39.9% 15.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

19政令市平均
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歳出構造の分析

■歳出の内訳■

【性質別】

（億円、％）
人件費

593

その他

377

義務的
経費

1,721
51.2%

人件費（退職手当を除く）は、行財政改革

の効果により着実に減少（▲2.5％）

扶助費は増加傾向（+7.3％）
593

17.6%補助費等

426

12.7%

11.2%

（億円）
1,750

公債費は横ばいで推移（▲1.3％）

公債費横ばい歳出総額
億

※( )前年度比

扶助費

827

24.6%

物件費

386

11.5%

公債費
投資的経費

452 1 000

1,250

1,5003,362億円

公債費

301

9.0%

452

13.4%

83
500

750

1,000

扶助費増加

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 補助費等 その他

83 81

0

250

500

H17 H18 H19 H20 H21

1９政令市平均より公債費負担が少ない 人件費減少

（年度）

17.6% 24.6% 9.0% 11.5%13.4% 12.7% 11.2%堺市

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 補助費等 その他 H17 H18 H19 H20 H21

■公債費 296 299 306 305 301

■扶助費 662 715 750 771 827

■人件費
（うち旧消防組合分）

462 443 434
499

（83）
487

（81）

（年度）

23

16.0% 18.2% 12.9% 10.3%13.4% 11.6% 17.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

19政令市平均

＊公債費については公的資金補償金免除繰上償還額を除く

＊人件費については退職手当を除く

（うち旧消防組合分） （83） （81）



経常収支比率、財政力指数の推移

経常収支比率は2.2ポイント悪化し
1９政令市中10位
歳出：人件費をはじめとする経常経費の削減などに努め、7.9億円(0.5％)減少

財政力指数は1９政令市中12位

経常収支比率の推移 財政力指数の推移

人 費 常 費 減 、 ％ 減
歳入：地方交付税、譲与税・交付金の減などにより、47.9億円(2.7％)減少

経常収支比率の推移

100

（％）

扶助費

人件費（旧消防組合除く）

人件費（旧消防組合職員分）

その他

財政力指数の推移

0.784
0.799

0.814
0.822

0.80

0.85

94 9 93 1 94 6 96 8

12.1
13.6 14.1 14.5 16.1

80

0.769
0.784

0.75

94.9 93.1 93.7 94.6 96.8

4.7 3.7

27.2 24.0 22.5 23.524.2

60

0.65

0.70

55.6 55.5 55.4 52.9 53.5

20

40

0 55

0.60

24

0

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ H２１

0.50

0.55

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ H２１（年度）（年度）



（３）公営企業会計の状況

水道
事業

水道事業債の借換による支払利息の減少や受水費、
人件費等の減少などにより純利益3.1億円を計上
市民生活における負担軽減を図るため、平成21年8
月検針分より水道料金の平均3 9％引き下げを実施 2 188

2,000

（百万円） 収益的収支の状況

事業 月検針分より水道料金の平均3.9％引き下げを実施。
さらなる行財政改革への取組により今後とも黒字を
確保する見込み

（百万円）

503 706

2,188

1,008

308
0

1,000

H17 H18 H19 H20 H21

収益的収支の状況

（年度）

下水道

下水道事業債の借換による支払利息の減少や費用の
積極的な削減などにより純利益5.1億円を計上
不良債務は前年度から2.2億円減少し、4.4億円に
改善

-356

555
111

514

0

1,000

収益的収支 状況

下水道
事業

水洗化促進や臨海部への企業誘致に伴う使用料の増
収と要員管理計画の着実な実施による総人件費の削
減など、さらなる経営の効率化を図り、平成24年
度末に不良債務解消を見込み、その後累積欠損金に

-2,882

-2,000

-1,000

ついては早期の解消をめざす

医師の確保など診療体制を充実させるが、新型イン
フルエンザの影響で期待ほどの増収とはならず、退 0

（百万円）

-3,000

H17 H18 H19 H20 H21

収益的収支の状況

（年度）

病院
事業

職金の増などもあり、収益的収支は2.9億円悪化
今年2月以降、病床利用率は約90%で推移し、入院
単価も向上しており、今年度は大幅な増収を見込む
「医療」「患者さん」「職員」「経営」の4つの視

-1,123

-559

-1,027
-780

-1,070

-1,000

-500
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点に基づいた目標管理によって、安定した経営基盤
の強化を図り不良債務の解消をめざす「堺病院改革
プラン」を策定

-1,500

H17 H18 H19 H20 H21（年度）



（４）出資法人の状況①

40億円を超える準備金を保有

保有用地残高は、平成18年度までは減少

政令市移行に伴う事業の増により先行取得用地は

増加するものの平成23・24年度をピークとして

土地開発公社

土地開発公社の業績推移

50 5,000

（百万円） （百万円）

増加するものの平成23・24年度をピ クとして

その後は減少に転じると試算

土地開発公社の保有用地残高
及び借入金の推移（百万円）

40 4,000

及び借入金の推移

20 000

25,000

（百万円）

30 3,000

15,000

20,000

20 2,000 10,000

10 1,000

0

5,000

有 地 高 21 584 19 839 21 725 24 343 23 772

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度
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0 0

事業利益（左軸） 23.8 33.5 27.6 3.2 3.0 

準備金（右軸） 3,983 4,016 4,044 4,048 4,062

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度

保有用地残高 21,584 19,839 21,725 24,343 23,772 

借入金 18,947 18,299 16,937 19,766 20,882 

うち堺市から 9,388 9,388 9,388 9,388 9,618 

うち金融機関から 9,559 8,911 7,549 10,378 11,264 



（４）出資法人の状況②

特定優良賃貸住宅の入居率改善に向けた

住宅供給公社 その他の出資法人

その他の19出資団体については
取り組みにより、引き続き黒字を確保

（入居率）

H20年度：95.5％ ⇒ H21年度：96.0％

その他の19出資団体については、

合計ベースで、黒字決算を継続

市の損失補償残高はゼロ

住宅供給公社の業績推移

300

400

（百万円） その他の出資法人の業績推移

1,800

（百万円）
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-400

当期純損益 -311 -169 -35 21 97

累積収支 27 -142 -177 -156 -59

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度
0

当期純損益 34 86 65 101 34

累積収支 1,527 1,604 1,661 1,782 1,855

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度



（５）市債残高の推移①

臨時財政対策債、退職手当債の発行増に加え、

都市基盤整備が進んだことで133.2億円増加

市民１人当たり市債残高は、

1９政令市中、３番目に少ない

（百万円）
普通会計（臨財債）

普通会計（臨財債以外）

市債残高の推移（普通会計） 一人当たりの市債残高（普通会計）

279,687 277,241 273,391 275,872

289,192300,000

350,000

41,408
50,085

54,257 57,433
63,266

200,000

250,000

238,279
227,156 219 134 218 439 225,926

150,000

227,156 219,134 218,439 225,926

50,000

100,000

0

H17 H18 H19 H20 H21（年度）
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（５）市債残高の推移②

企業会計では事業費の減や繰上償還の実施により市債残高が減少したものの、

全会計では111.8億円の増加

（百万円）

企業会計

普通会計

市債残高の推移（全会計）

602,220 600,510 598,315 602,876 614,057

500 000

600,000

322,533 323,269 324,924 327,004 324,865

400,000

500,000

200 000

300,000

279,687 277,241 273,391 275,872 289,192

100,000

200,000

0

H17 H18 H19 H20 H21 （年度）
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（６）基金の積立状況

減債基金への積立てを

総務省ルールどおりに実行

市民1人当たり基金残高は

19政令市中4位総務省ル ルどおりに実行 19政令市中4位
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（１）堺市の格付について

堺市の格付堺市の格付 Ａａ2の格付けとは

• 信用力が高く 信用リスクが極めて低い

他の地方公共団体の格付け状況
【ムーディーズ】

• 信用力が高く、信用リスクが極めて低い
と判断される債務に対する格付けです

• 格付けはＡａａからＣまで２１段階あり、
Ａａ2は上から3番目となります

ＡａＡａ22
アウトルック：安定的

静 岡 県

広 島 県

福 岡 県

ＢＣＡとは

政府による特別な救済 支援がないとし

Ａａ2（BCA４）

福 岡 県

札 幌 市

静 岡 市

浜 松 市

名 古 屋 市

ＢＣＡ：ＢＣＡ：44
• 政府による特別な救済、支援がないとし

た場合の信用力を判定したものです

• ＢＣＡでは、信用力が高い順に１から２
１までの数値で示されますので、「４」
は上から４番目となります

名 古 屋 市

福 岡 市

（ ）

新 潟 県

京 都 市
す

比較的小さい債務負担と公債費

Ａａ2（BCA５） 京 都 市

大 阪 市

評価内容
過去一貫した歳出削減への取組
とその実績
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地域経済の発展性



（２）市債の発行及び起債方針（全会計）
市債の発行状況

61 51350

400

450

（億円）

385
368

市債の発行状況

77 82 102

204

97

22 16
22

61 51
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銀行等引受債
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218
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50
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150

普通会計 企業会計 普通会計 企業会計 普通会計 企業会計 普通会計 企業会計 普通会計 企業会計

銀行等引受債

市場公募債

銘 柄
下 期 出 納 整 理 期 間

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度
H22年度

（予算ベース）

（単位：億円）市場公募債発行予定

10年債 100 程度

20年債 下期で 100 程度

5年債（住民参加型） 20

起 債 方 針起 債 方 針

① 全国型市場公募債については、次年度以降も、継続的に発行してまいります

② 市場公募債は、マーケット原理に則って条件を決定します

③ 満期 括償還する地方債については 総務省ル ルのとおり 毎年確実に減債

33

③ 満期一括償還する地方債については、総務省ルールのとおり、毎年確実に減債

基金へ積立てを行います

④ 実質公債費比率は、15％以下を指標として、起債管理を行います



（３）IR活動への取組

堺市では、全庁をあげての組織的対応により、

信頼性の高い情報をわかりやすく発信してまいります

本市ホームページのトップに「財政・市債・ＩＲ情報」のメニューを配置しています本市ホ ムペ ジのトップに「財政 市債 ＩＲ情報」のメニュ を配置しています

堺市ホームページ トップ画面
http://www.city.sakai.lg.jp/

堺市 財政・市債・IR情報 トップ画面
http://www.city.sakai.lg.jp/city/_zaisei/index.html

新設

34
をクリック



お問い合わせ先

堺市は、皆様のご意見を反映したＩＲ活動をめざしております

堺市では、皆様のからのご意見を参考に、平成20年9月、ムーディーズから格付けを取得しました。

今後とも、より詳しくお知りになりたい情報や、個別訪問等のご要望がありましたら下記担当窓口
までご連絡ください。

お問い合せ先 ： 堺市財政局財政部財政総務資金課

電 話 ： 072-228-7191

F A X 072 228 7856F A X ： 072-228-7856

E-mail ： zaisoushi@city.sakai.lg.jp

U R L ： http://www.city.sakai.lg.jp/city/_zaisei/index.html
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本資料は投資家向けに情報提供するものであり、投資に関する売買等の取引を提案、勧誘、助言するものではありません。

本資料に掲載している情報は、修正される場合があります。

本資料内のデータは、信頼できると思われる各種データに基づき作成しておりますが、正確性、完全性を保証するものではありません。


